
(5)予算・財源等の別

款 項 目

(6)実施根拠 (7)総合戦略

③事業期間 年 年

702 644 726 1,011

サービス単価 215.2 223.6 218.9 231.1 335.3

（６） 総 事 業 費 55,962 57,471 55,389 58,458 82,488
サービス量（人） 260 257 253 253 246

0.4
年間人件費 3,086 3,056 3,051 3,017 3,079

（５）人件費
投入職員数 0.4 0.4 0.4 0.4

（４）補助金名

55,441 79,409
合　計 52,876 54,415 52,338 55,441 79,409

その他特定財源 0 0 0 0 0
財
源
内
訳

地方債 0 0 0 0

一般財源 52,876 54,415 52,338

0
県支出金 0 0 0 0 0

直接事業費合計

0

79,409
（
３

）

国庫支出金 0 0 0 0

事
業
費
内
訳

17,903 19,837 17,679
8,993 8,608

52,876 54,415 52,338 55,441

需用費 761

委託料 9,592
4,341 4,542

その他 19,679 27,998
15,042

                (1)事業(内容)
    項　目　　　　 　　  　　名称

行政情報化推進事業費

決算・予算年度 R元年度決算 R２年度決算 Ｒ３年度決算 Ｒ４年度決算 Ｒ５年度予算

9,970
役務費 5,044 5,0533,685

（
２

）

報酬・期末手当（会計年度任用職員） 3,366 3,456
使用料及び賃借料 16,999 26,849

2,795 3,008 3,370
17,821

（単位：千円）

（６）SDGｓへの貢献

(2)対象（誰に対して、何に対して行うか） （4）成果イメージ（どのような状態になることを目指すか）

対象数 令和４年度末　町職員　255人 単位 人

（5）事業を取り巻く環境（社会環境、町民ニーズ等）、団体、議会等からの要望など

３　事業のコスト（実績・予算・決算）

17,592 17,413

住民サービスの向上と多様で複雑化する情報分析
への対応のため、町職員が各種コンピュータシステ
ムを活用することで、行政事務の高度化と効率化を
図り、自治体DXに取り組む。

○各種システム・機器リース
○　同　保守委託
〇クラウドサービス等の利用
○嘱託職員による指導　他

○パソコンを利用する町職員
○各種システム・機器

○大量化・複雑化する情報の即時処理による住
民サービスの向上
○事務の効率化による作業時間の短縮、人員の
削減

現代の行政運営において、ＩＴはなくてはならない存在である。Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0構想をはじめ、高度な情報化は国においても重要な施策と位置付けら
れている。令和2年12月には、総務省自治行政局が自治体DX推進計画を策定し、情報化の要請は高まっている。町の現状として職員数の減少
により業務の効率化が求められる中、行政事務におけるＩＴ活用は最も有効な手段の一つといえる。費用対効果を念頭に、積極的にAI等先進技
術を含めたＩＴ化を推進する必要がある。
また、現行の三層の対策をはじめ、情報セキュリティに特段の配慮が必要である。

①事務分類（自治・受託） 自治事務 ①総合戦略
（該当事業名）

無
②根拠法令 自治体DX推進計画

月まで
２　事業の目的・対象及び内容
(1）目的（何のために行うか） （3）手段（内容・どのような取り組みか）

開始 不明 月から 終了 未定

④施策
④予算事業名 行政情報化推進事業費

⑤施策コード 掲載ページ ページ

事務の効率化の推進と民間活力の導入
7.2.3.4 113

継続
(3)事業性格
(政策・一般)

政策事業

③中項目 ③予算科目 2 1 6

(4)第５次総振での位置づけ
①基本目標 自立した経営のまち〈計画の推進〉 ①会計区分 一般会計
②大項目 行財政改革 ②財源区分 町単独

行財政改革の推進

令和 5 年度 提 出 日 R5.6.24

第５次総合振興計画事務事業評価シート（様式１） 担
当

課 名 政策推進課
グループ名 政策推進グル－プ

１　事業概要 記 入 者 名

(1)事業名 行政情報化推進事業費
(2)事業種別
(新規・継続)

千円／町職員１人当たり（単位）



（1）活動指標（実施した事業の量：回数、延長、面積等）

（2）成果指標（実施した結果として得られた成果の量と達成度：人数、世帯数、件数、団体数、コスト指標等）

（3）その他指標に現れない成果

（1）項目別評価

評価した理由を選択してください。

（2）総合評価（上記結果を踏まえて、問題点や課題を記載してください。）

行政情報化推進事業費

６　事業の方向性の判断 1　拡充　２　現状維持　３　縮小・統廃合

2

（1）一次評価
（担当課長）

（2）二次評価
（政策推進課長）

（3）最終評価
　（町長）

評価

説明

業務効率化・住民サービス向
上は急務である。費用対効果
を検証しながら、県や県内自
治体と共同利用できるサービ
ス等検討し拡充していく。

評価主体

進捗度 事業の進捗 1
1　順調に進んでいる
２　概ね順調である
３　あまり順調に進んでいない

1
1　年度内に予定した事業は完了した

「セキュリティ」・「利便性」・「コスト」のバランスを考慮していかなければならず、ICTの技術的動向を注視
して、ソフト・ハード共に適切な設備投資を行う必要がある。また、システムやハードウェアのライフサイク
ルの中で適切な更改を行い業務インフラの維持を行う必要があるほか、パッケージシステムに合わせた
業務の見直し（ＢＰＲ）やシステム構成の適正化、自治体クラウドへの参加を図り、DX推進に取り組まな
ければならない。

２　年度内に予定した事業の８割以上は完了した

３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

公平性 受益者の偏り 1
1　偏りはない
２　どちらともいえない
３　偏りがある

1
1　公平に分配されている

２　おおむね公平に分配されている

３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

有効性 成果の向上 2
1　成果が上がっている
２　どちらともいえない
３　成果が下がっている

3

1　成果指標は、目標値より実績値が上回っている

２　成果指標は、前年度より向上している

３　その他（R4年度は普通交付税等の額が減少したため経常収支比率が高くなっ
た。）

５　事業評価

評価項目 評価
評価
理由

効率性
コスト効率性

人員の効率性 1
1　効率的である
２　どちらともいえない
３　効率性が低い

3
1　サービス単価は減少している

２　サービス単価を維持している

３　その他（より一層の業務効率化、セキュリティの強化を目指す。）

妥当性

必要性 事業の必要性
1　必要性は高い
２　どちらともいえない
３　必要性が低い

1 3

1　事業の実施が関係法令等で定められている

２　住民や団体など外部から要望・要請が多い事業である

３　その他（ICTを活用し事務効率化を推進することは、現代社会において不可欠であ
る。）

実施主体の
妥当性 1

88.0
実績値 89.6指

標
名

経常収支比率（総振目標指標p114）
R7年度目標値 88.0％

目標値 88.0

達成率 98.2

達成率

目標値
実績値

指
標
名

情報系パソコンの台数
目標値 台 222

達成率 ％ 100.0

達成率

目標値
実績値

手段の妥当性 1
１　妥当である
２　どちらともいえない
３　妥当性が低い

3

1　事業を行うのに民間活力（企業、ＮＰＯ、ボランティアなど）を活用している

２　他に有効な代替手段が見当たらない

３　その他（システムを町が独自で開発保守するのは非効率。委託やリース等の活用
が妥当。）

219
219

100.0

１　妥当である
２　どちらともいえない
３　妥当性が低い

3
1　事業の主体が関係法令等で定められている

２　民間では事業を行っておらず、行政が主体となるべき事業である

３　その他（行政事務の主体である町が実施主体となるべきである。）

４　指標の検証（活動指標・成果指標）
指標名 単位 Ｒ３年度決算 Ｒ４年度決算 Ｒ５年度予算積算

222
実績値 台 222

％

％
％

103.5
85.0
88.0


